
主目的 3 12 4

副目的

款 項 目 大 中

○

有

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

正職員

その他職員

国・県支出金

0

14,791

3.00

対前年比

子育て支援課

子育て支援係

担当部

担当課

担当係

事業類型

地域で行う子育てを支援する
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健康福祉部
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要

受益者負担 内容

事務事業名

会計区分 一般

平成１４年度 平成３０年度以降～事業期間

名称：

小牧市ファミリーサポートセンター設置要綱、次世代育成支援対策推進法

3 2

地域住民組織

総合計画
分野別計

画

予算区分 3 2

保健福祉

根拠法令・個別計画

子育て支援

3

市が直接実施・運営

厚生労働省の'ファミリーサポートセンター事業に基づき平成14年から実施。
'ファミリーサポートセンターは、地域において育児や介護の援助を受けたい人と行いた
い人が会員となり、育児や介護について助け合う会員組織。職員は、依頼会員の依頼
に基づき、援助会員とのコーディネートを行う。
平成23年3月末現在、依頼会員：528人、援助会員：180人、両方会員：129人。
依頼会員：市内に在住、在勤、在学し、小学校までの児童を養育している者。
援助会員：市内に居住する20歳以上の者
主な依頼内容　①保育園、幼稚園、小学校への児童の送迎　②保育園等の就業時間前
又は就業時間後の児童の預かり　③その他依頼会員が必要とする育児に関する援助
平成22年度の活動延べ件数3,365回、活動延べ時間数約3,616時間であった。
国交付金対象は、総事業費の1/2。直接経費と臨時職員の経費の合計の1/2としてい
る。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

児童の保護者が、仕事と育児を両立させ安心して働くことができる環境づくり及び家庭
での育児への支援の強化を図るため、援助会員と依頼会員からなる会を組織し、会員
同士で地域における育児の援助活動を活発にする。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

一部又は全部委託

実施・運営
方法

料金：（月）～（金）の午前7時～午後7時まで　350円/30分、（土）（日）
（祝）年末年始、（月）（金）の午後7時～午前7時まで　400円/30分

従事者数

人件費

従事者数

1.00

7,9449,130

3.003.00

5,3655,365

費
用

8,204

直接経費 1,222

費用合計

1.00

人件費
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判　　　定

3 1

H22

H23H22

1

309

300

H23

1

2,600 3,000

359

300 330

H21

3,365

3

業
　
　
　
　
績

人
成
果
指
標

ファミサポ利用者数

活
動
指
標

活動指標名

ファミリーサポートセンター設置数

ファミサポ援助会員・両方会員登
録者数

事業目的の
達成状況

平成22年度において、活動実績の無い会員に対し意向確認を行い、会員数の整理を
行ったため目標達成には到らなかったが、会員の整理が出来たことで、コーディネート
業務等の負担軽減を図ることが出来、利用回数（利用者数）の増加に繋がった。

4,000

2,669

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 A

病児、病後児保育のファミサポ活用など、国としてもファミサポに対する期待は大きい。
全国組織の協議会加入などをはじめ、職員の研修機会を確保し、組織としても質の向上
を図る。

委託でも実施可能な事業であると考えられるが、受託希望がないため市が実施する。判定理由

市が実施(現状維持又は充実)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

相互扶助のボランティア組織であり料金設定が低く抑えられているため、廃止に伴い保
護者の負担は増加する。

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

A 市が実施(現状維持又は充実)
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